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はじめに
　インドは、長い間保護主義的な経済政策を続けてきた
が、1991年の経済開放以来世界の巨大市場・BRICs の一
角として高い経済成長率が維持され、今後も長期にわたる
成長が期待されている。インド経済は2013年に名目 GDP
が１兆8768億ドルに達し、世界第10位の規模に発展した。
購買力評価ベースでは GDP 約６兆ドルで、世界第３位に
浮上している。また、ここ数年世界不況にもかかわらず、
比較的高い経済成長率を達成しており、もっとも経済成長
の著しい国の一つとして重要視されている。
　12億人の人口を抱え、中間所得層が爆発的に増加するイ
ンド市場、継続的な高 GDP 成長率、豊富な質の高い天然
資源と人的資源が溢れるインドには、素晴らしいビジネス
チャンスが潜んでいる。特に近年注目されている IT 業、
バイオテクノロジー業、自動車産業、通信業、インフラス
トラクチャー分野と消費者市場は、極めて魅力ある重要な
巨大マーケットである。しかし、インド市場環境は急激な
変化を見せており、政治的には比較的安定しているものの
複雑な社会文化、社会構造、産業構造、商習慣の違いなど
により、日本企業によるインドのビジネス展開をより困難
にしているに違いない。
ダイナミックなインド市場
　世界最大の民主主義国家インドは、新興国の中でもユ
ニークな特徴をもっている。インドでビジネスを展開する
際、特にインパクトの高いファクターを下に取り上げる。
１ ．インドの政治事情：
　インドはこの春第16回総選を実施し、ナレンドラ・モ
ディ首相率いる BJP（インド人民党）が30年ぶりの単独過
半数を獲得し、10年振りにマンモーハン・シン首相の国民
会議派連立政権を大差で破り、政権交代を実現した。世界
最大の民主主義国は、独立以来堅持してきた国政の普通選
挙による政権交代を行い、1947年の独立、1991年の経済自
由化に次ぐ、新生インドへの歩みを始めた。インド国民の
多くは、最近の低迷する経済や前政権の「決められない政
治」に対する不満を高め、８億人を超える選挙民は66％の
史上最高投票率でモディ政権を選択した。同政権は、経済
優先の「モデイノミクス」でプロ・ビジネスの経済改革、
インフラ整備、企業誘致等を図り、外交にも力を入れて
「強いインド」の回復を目指す。新政権の政策運営と同時
に、発展途上で多様性の極のようなインドでなぜ民主主義
が選択され機能してきたのか、世界の関心が高まってい
る。インドの民主主義の遺産は、国際社会で偉大なソフ
ト・パワーとしてその魅力を発揮してゆくと考えられる。
アジア初で唯一のノーベル経済学賞をはじめ国際貢献にも
関係し、日本にとっては経済的な利益とともに学ぶべき点
が多いと思われる。
２ ．インドの産業構造：
　インドの産業構造の変化をみると（90/09年比）、第一次
産業のシェアは低下、第三次産業のシェアは上昇となって
おり、ともに、90年から09年の約20年間で10％以上の大き
な変化がみられる。また、09年のシェアは、第一次産業、
第三次産業ともに、インド以外のアジア地域と比較しても
高い水準まで上昇しており、特に第三次産業は90年におけ
る日本を超える高い水準にまで達している。第三次産業の
内訳をみると、高成長を遂げている不動産・ビジネスサー
ビス（IT 産業等）や金融・保険部門の割合が高まってい
る。他方、第二次産業は90年からの20年間、30％弱のまま
ほとんど変化がないが、その内訳には変化が起きている。
すなわち、建設業部門のシェアは90年度から09年度で約
10％上昇しているのに対して、製造業部門は約７％低下し
ている。さらに、製造業部門は、その他のアジア地域が09
年に40％前後であることと比較すると、低い水準にとど
まっていることが分かる。次に、インドの就業構造の変化
をみると、いずれの産業においても産業構造の変化と比べ
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て変化の度合いが小さい。特に、農村地域における第一次
産業の就業者数シェアは非常に大きいままとなっている。
農村人口は70.7％（07年）であることから考えると、依然
としてインド全体の就業者の半分以上が第一次産業に従事
していることになり、その他のアジア地域と比較しても非
常にシェアが大きい。
３ ．貧富の差とボリュームゾーン：
　2025年までにインドの所得水準は現在の約３倍になり、
世界第５位の消費市場に成長するとみられている。2005年
に５％程度だった中間所得層の人口構成比は、2015年に
20％、2025年には40％に拡大する見込みだ。2030年にはイ
ンドの GDP（国内総生産）が世界第３位になるとの予測
もある。
　図表１は、インドの中間所得層について、McKinsey グ
ローバル研究所が作成したものである。2005年をベースと
して考えた場合、インドの中間所得層は2015年には５倍増
加し、さらに2025年には10倍も増加することを予測してい
る。中間所得層についての統一的な定義はないが、一般的
に世帯年収20～50万ルピー前後を中間所得層として捉える
ことが多い。大卒の初年度年収は30万ルピー前後であるた
め、世帯年収が30万ルピーの場合、60万円相当、月収５万
円程度である。この所得水準では、32インチ以上の液晶テ
レビなど耐久消費財を簡単には買うことはできないはずで
あるが、LG 電子などは2004年頃から好調に売上を伸ば
し、ブランド評価を高めている。やはり盛んな購買意欲に
支えられ、家族で貯金して買う等消費は確実に拡大してい
るといえる。世帯年収20～50万ルピー前後の層は、人口の
約１割だが、規模にして1.2億人であり、インドの経済発展
に伴って増加している。このようにインド経済の成長と共
に中間層は全国的に増加しており、中間層の購買力増加に
よって今後、市場も多様化が進むことが予想される。
　多くの多国籍企業がインドでビジネスを展開している
が、そのほとんどが自国でのビジネスモデルをそのまま持
ち込んでいる。業務モデルが同じため、所得水準の最も高
い層をターゲットすることになるが、この層は十分なリ
ターンを生むほどの規模ではなく、苦戦をしている。
　実は、魅力的な巨大市場が別に存在する。ハイエンドの
代替品には手が届かなく、ローエンドの商品では選択幅が
少ないために基本的欲求が満たされていない層、ミドル市
場（ボリュームゾーン）である。ハイエンド商品によって
市場シェアを獲得してきた日系企業にとって、インドの
「ボリュームゾーン」の攻略は決して容易ではない。なぜ
ならば、ボリュームゾーンとして潜在購買能力が高く期待
されるにもかかわらず、その市場の掘り起こしには従来と
まったく異なる一面があるからである。（新宅・天野2009）
は、日本企業の製品が新興国市場中間層のニーズを的確に
捉えていないことを問題意識として、新興国市場に向けた
戦略再構築の方向性を、市場戦略と資源戦略の両面から考
察している。新興国において普及段階に差し掛かる製品に
は、先進国では稀に存在する独自なニーズや消費慣行が
多々あるため、開拓にあたってグローバル市場からの乖離
を個別に対応することが必要である。そして、新興国の普
及製品のエントリーラインと先進国市場向けの製品のエン
トリーラインとでは、品質とコストいずれの面においても
大きな開きがあるため、高品質高付加価値路線に馴染んだ
先進国企業に対しては、利益がでるほど現地ニーズに見
合った製品の投入ができるかどうかの点で、そのスキルが
問われる。特に、先進国市場において品質向上に対して努
力を積み重ねてきた企業にとって、既存市場では「均衡状
態」として存在する適正品質（新宅・天野2009，p.8）が、
将来有望とされる新興国の普及品市場では過剰品質として
顕在化される場合、両市場間の市場条件に非連続性が生じ
る。更に、その非連続性への対応は、現実には、これまで
先進国市場に依拠して蓄積してきた先進国企業の経営資源
ポートフォリオの対応可能性をはるかに超える可能性もあ
る故に、過剰品質が直ちに解消されないというジレンマが
生じうる。すなわち、「新興国市場戦略のジレンマ」と称
される課題である（新宅・天野2009）。したがって「ボ
リュームゾーン」戦略は、スペックダウンによる低価格品
投入という手段との区別をつけ、持続的に勝ち残るため
の、商品の企画から、開発設計、調達、製造と販売までと
いった既存のものづくり流れを根本から練り上げる視点が
必要とされる。
インド市場で成功している企業の対応：
　韓国の現代自動車の最も成功した海外投資法人として知
られているのが、インド子会社の Hyundai Motor India 
Ltd（以下 HYUNDAI）である。HYUNDAI は、1996年に
図表１ : インドミドル層の増加傾向
IMF report より
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進出し、市場進出３年目である2001年に６万７千余台の自
動車を販売して、インド市場1000cc 級以上の車種販売１
位を果たしたのである。HYUNDAI は、インド現地の需
要増加に積極的に対応するために、2007年に生産施設を40
万台に増やし、グローバルトップメーカーに飛躍するため
のグローバル生産の中心的戦略基地としてインドを育成す
るという計画を発表している。HYUNDAI は、1999年12
月ネパールに SANTRO ⅰを輸出して以来、2006年に輸出
累計50万台を突破し、インド国内市場だけではなく、周辺
の市場も重視していることがわかる。その証拠としては、
インド自動車メーカーの中で、海外輸出ナンバーワンシェ
アを有している。HYUNDAI は、進出初期から新モデル
を投入して顧客の信頼を確保することはもちろん、現地顧
客の多様な要求を直ちに製品に反映し、徹底的な現地化戦
略を推進したことが成功の要因だと考えられている。現在
SANTRO では90％以上の部品現地化が実現され、エンジ
ンと変速器などの主要部品まで現地で生産する総合自動車
工場を実現している。HYUNDAI は、マーケティングに
おいても現地状況と消費者特性を考慮した現地化製品の発
売を目標にしたのである。中型車を先行車種として立ち上
げた海外企業らとは違い、小型車部門に力を注ぐと同時
に、インドの高温多湿な気候条件と道路事情を考慮し、か
つエンジン冷却機能及びエアコン性能などを強化し、ブ
レーキ機能を強化しサスペンションを補強するなど、現地
状況に合う製品を開発したのである。
　それに加えて、HYUNDAI の認知度を高める広報活動
に力を注ぎ、大都市を中心に独占販売網を構築するなど、
1998年８月には、60ディーラーが生産前ⅱにもかかわらず
ショールーム建設を完了したのである。つまり、発売前の
段階で、修理・部品工場が100％完成し、発売に完全に備
えたとされる。インドの国民的俳優として絶大な人気を集
めている SHAHRUKH KHAN ⅲを広告モデルにすること
で、無名の HYUNDAI があっという間にインドの全国民
に刻印させるきっかけを作ったのである。HYUNDAI は、
インド人の文化的特性、すなわち身分制度と宗教的影響な
どを充分に考慮し、工場内に小規模の寺院を設置し、現地
の文化と宗教を尊重したのである。2009年からは、インド
をはじめ、海外生産基地を持っている地域を対象に、より
現地人の立場を理解し、現地化をサポートするためのグ
ローバルインターンシッププログラムを始めることを発表
している。2009年からの３年間で合計100人以上を採用
し、英語圏を除き、中国、インド、ロシア、チェコ、スロ
バキアなど現代自動車グループの戦略的拠点の現地言語を
専攻したか、あるいは駆使することができる2010年大学卒
業予定者が支援対象であり、グローバルマーケティング業
務を担当する人材を早期に育成しようとしている。
（ACROFAN．2009年２月11日）
まとめ
　インドの消費者は「価値」に敏感で、「自分が支払った
金額に対して得られる価値」を厳しく吟味する。日本企業
は高品質を追求する傾向が強いが、インドで求められるの
は「入手可能な」良品であり、「高品質・高価格」である
ことが必ずしも通用するわけではない。一方でタタ自動車
の低価格車「ナノ」の販売不振にみられるように、既存の
製品から単純に機能を省き、安さを前面に押し出すアプ
ローチが受け入れられるわけでもないのが難しいところで
ある。
　日本企業は、拡大するインド国内の中間所得層や、成長
が見込まれる地方都市への普及がまだまだ限定的である。
急速に拡大するインドの中間層は、価格だけでなく品質に
もこだわりがあり、単なる低価格品よりもプレミアム系の
商品を好む傾向があるなど、日本企業に有利な特性も備え
ている。こうした中間層の特性を理解し、そのニーズに対
応していくことは、日本企業にとってとりわけ重要な意味
を持つのであろう。
　インドにおいて、マクドナルドはハッピーミールを50円
弱で提供している。マクドナルドは、豚肉や牛肉を使わ
ず、現地での材料調達や、インド独自のビジネスモデルを
導入することによって、現地に合った低価格を実現した。
こうしたインド市場向けのイノベーションが、難題解決の
鍵になるだろう。
　韓国企業の場合、例えば日本製の３分の２くらいの性能
や機能を備えながら、価格は３分の１くらいに抑えた製品
を提供していたりする。また、地方都市ではほとんど利益
が出ないような低価格品も販売する一方、都市部でハイエ
ンドモデルを投入して利益を確保するなど、インド市場全
体を網羅する戦略をとっている。地方都市では成長を迎え
る前にあらかじめブランドの認知を獲得し、流通網を広げ
ておくことで、将来所得水準が向上した際の布石を打って
いると言える。
　日本企業の製品は最高水準の品質を達成しているが、イ
ンドの消費者に向け「手の届く良品」をいかに提供してい
くかを学ぶことができれば、可能性は大きく広がるはずで
ある。インドはタフな市場だが、ここで成功すれば世界中
どこでも勝者になれるだろう。
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